
総務財政委員会次第 

 

日時：令和７年３月６日(木)  

午後 1時３０分～ 

場所：日田商工会館 議員サロン 

 

 

１．委員長挨拶  

 

 

２．議 事 

(１)令和６年度 補正予算（案）について           資料➀ 

 

(２)令和７年度  事業計画（案）について           資料② 

 

(３)令和７年度 収支予算（案）について           資料③ 

 

(４)委員会事業について 

  ・令和７年度会員増強キャンペーン            資料④ 

 

 

３．報告事項 

・定例常議員会  ３月１８日(火) １７：００～  想夫恋本店 

 

・通常議員総会  ３月２７日(木) １７：００～ マリエールオークパイン 



収 入 の 部

款 項　　目

　　　　   　     円                   円                   円

 1.会費 25,620,000 25,950,000 △ 330,000
 1.会費 20,200,000 20,500,000 △ 300,000
 2.特別会費 5,420,000 5,450,000 △ 30,000   2号・3号議員・テナント

 2.特別負担金 4,420,000 4,780,000 △ 360,000
 1.特別負担金 3,680,000 4,130,000 △ 450,000  役員負担金

 2.特定商工業者負担金 740,000 650,000 90,000  特定商工業者負担金

 3.事業収入 36,930,000 36,840,000 90,000
 1.検定収入 460,000 600,000 △ 140,000  珠算・簿記・ネット検定他

 2.その他の事業収入 22,930,000 23,200,000 △ 270,000  生命共済・大型医療他

 3.特定退職金事業 1,670,000 1,800,000 △ 130,000  特退金運営手数料

 4.手数料 6,050,000 5,270,000 780,000  労働保険手数料・日商保険他

 5.使用料 5,100,000 5,100,000 0  貸室・貸会場他

 6.広告料 720,000 870,000 △ 150,000  商工ニュース広告料

 4.交付金 4,040,000 4,040,000 0
 1.補助金 4,000,000 4,000,000 0  市補助金

 2.助成金等 40,000 40,000 0  景気動向調査負担金

 5.雑収入 3,618,742 820,000 2,798,742
 1.預金利息 6,000 100 5,900
 2.雑収入 3,612,742 819,900 2,792,842  ジョブカフェ他

 6.繰入金 0 0 0
 1.運営資金積立金 0 0 0
　繰入金

 7.繰越金 4,921,258 4,921,258 0
 1.繰越金 4,921,258 4,921,258 0  前年度より

79,550,000 77,351,258 2,198,742

令和６年４月　１日から

令和７年３月３１日まで
日  田  商  工  会  議  所

令和６年度 一般会計収支補正予算書（案）

合　　　　計

勘　　定　　科　　目
補正予算額 予算額 比較増･減(△) 備　　　考
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款

        　   円         　   円         　   円

 1.事業費 11,530,000 19,170,000 △ 7,640,000
 1.事業費 11,530,000 19,170,000 △ 7,640,000
   1.商業振興費 440,000 860,000 △ 420,000  市商連他

   2.工業振興費 1,690,000 1,750,000 △ 60,000  木工・製材・建設他

   3.観光交通振興費 1,550,000 1,670,000 △ 120,000  まつり・観光協会他

   4.金融税務対策費 100,000 100,000 0
   5.労務対策費 510,000 520,000 △ 10,000  商工祭・雇用協議会

   6.調査広報費 2,400,000 3,640,000 △ 1,240,000  商工ニュース他

   7.検定事業費 210,000 250,000 △ 40,000  珠算・簿記他

   8.地域振興事業費 100,000 1,000,000 △ 900,000
   9.委員会部会事業費 2,980,000 7,250,000 △ 4,270,000
　10.各種共済事業費 1,280,000 1,450,000 △ 170,000
  11.その他の事業費 270,000 680,000 △ 410,000  交流ﾌﾟﾗｻﾞ他

 2.管理費 47,380,000 49,500,000 △ 2,120,000
 1.給与費 22,800,000 23,180,000 △ 380,000
　 1.俸給 15,310,000 15,430,000 △ 120,000  6名分

　 2.諸手当 2,380,000 2,700,000 △ 320,000
　 3.賞与 5,110,000 5,050,000 60,000

 2.福利厚生費 5,160,000 5,330,000 △ 170,000
　 1.福利厚生費 5,160,000 5,330,000 △ 170,000  社会保険料他

 3.旅費交通費 4,260,000 1,650,000 2,610,000
 　1.旅費 660,000 500,000 160,000
 　2.交通費 3,600,000 1,150,000 2,450,000

 4.事務費 7,010,000 8,470,000 △ 1,460,000
　 1.通信運搬費 450,000 500,000 △ 50,000
　 2.什器備品費 0 100,000 △ 100,000
　 3.消耗品費 680,000 630,000 50,000
　 4.図書費 310,000 290,000 20,000
   5.印刷費 250,000 450,000 △ 200,000
　 6.水道光熱費 1,840,000 1,910,000 △ 70,000
   7.修繕費 140,000 1,000,000 △ 860,000
   8.保守料 940,000 1,040,000 △ 100,000
　 9.清掃料 700,000 700,000 0
  10.保険料 260,000 240,000 20,000
　11.選挙事務費 0 0 0
　12.事務諸費 1,440,000 1,610,000 △ 170,000

支 出 の 部

補正予算額 予算額  比較増・減(△) 備     考
勘　　定　　科　　目

項　　　目
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款

        　   円         　   円         　   円

補正予算額 予算額  比較増・減(△) 備     考
勘　　定　　科　　目

項　　　目

　　　
 5.会議費 2,000,000 3,200,000 △ 1,200,000
　 1.議員総会費 1,340,000 1,500,000 △ 160,000
   2.常議員会費 350,000 500,000 △ 150,000
   3.部会委員会費 0 400,000 △ 400,000
   4.その他の会議費 310,000 800,000 △ 490,000

 6.渉外費 1,050,000 1,300,000 △ 250,000
   1.渉外費 1,050,000 1,300,000 △ 250,000

 7.公課分担金 5,100,000 6,370,000 △ 1,270,000
   1.公課 2,950,000 4,200,000 △ 1,250,000
   2.分担金 2,150,000 2,170,000 △ 20,000

 3.繰出金 18,820,000 5,500,000 13,320,000
 1.中小企業相談所 1,500,000 3,000,000 △ 1,500,000

    1.中小企業相談所 1,500,000 3,000,000 △ 1,500,000
      特別会計繰出金

 2.労働保険事務組合 320,000 500,000 △ 180,000
   特別会計繰出金

    1.労働保険事務組合 320,000 500,000 △ 180,000
      特別会計繰出金

 3.運営資金積立金 15,000,000 0 15,000,000
   特別会計繰出金  R6.3.31現在

    1.運営資金積立金 15,000,000 0 15,000,000 170,948,508

      特別会計繰出金

 4.退職給与資金積立金 2,000,000 2,000,000 0
   特別会計繰出金  R6.3.31現在

    1.退職給与資金積立金 2,000,000 2,000,000 0 43,876,022

      特別会計繰出金

 4.予備費 1,820,000 3,181,258 △ 1,361,258
 1.予備費 1,820,000 3,181,258 △ 1,361,258
    1.予備費 1,820,000 3,181,258 △ 1,361,258

79,550,000 77,351,258 2,198,742合　　　　計

   特別会計繰出金
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資料①－２

(単位：円)

円 円 円

1. 経 常 収 入 56,350,000 55,500,000

(1) 1,500,000 3,000,000 繰入金

(2) 51,850,000 49,500,000

(3) 3,000,000 3,000,000 0

2. 手 数 料 収 入 4,700,000 4,600,000 100,000

(1) 4,700,000 4,600,000 100,000 決算料、小規模、倒産防止

3. 雑 収 入 299,829 200,000 99,829

(1) 299,829 200,000 99,829

4. 前期繰越剰余金 2,550,171 2,550,171

(1) 2,550,171 2,550,171

63,900,000 62,850,171

(単位：円)

円 円 円

1. 基 礎 人 件 費 57,790,000 56,735,000

(1) 25,650,000 25,680,000 8名分

(2) 12,470,000 12,330,000 扶養、通勤、住居、賞与他

(3) 730,000 800,000

(4) 6,270,000 6,270,000 社保

(5) 4,490,000 4,455,000

(6) 2,680,000 3,700,000

(7) 5,500,000 3,500,000

2. 基 礎 事 業 費 3,870,000 4,320,000 △ 450,000

(1) 3,330,000 3,550,000 △ 220,000

① 100,000 120,000 △ 20,000 連絡会議、説明会

② 1,220,000 1,350,000 △ 130,000

③ 50,000 100,000 △ 50,000 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成等

④ 30,000 50,000 △ 20,000

⑤ 1,930,000 1,930,000 0 通信費、消耗品

(2) 340,000 570,000 △ 230,000

① 280,000 310,000 △ 30,000

② 60,000 260,000 △ 200,000

(3) 200,000 200,000 0

① 100,000 100,000 0

② 100,000 100,000 0

3. 管 理 費 2,240,000 1,795,171

(1) 190,000 200,000 △ 10,000 会議等参加費他

(2) 60,000 60,000 0

(3) 180,000 210,000 △ 30,000
(4) 1,810,000 1,325,171 484,829

63,900,000 62,850,171

0

経営発達支援計画等推進事業費

資 質 向 上 対 策 事 業 費

合　　　　　　　計

備　　　　考

備　　　　考

1,049,829

1,055,000

140,000

△ 30,000

0

△ 70,000

35,000

△ 1,020,000

2,000,000

444,829

商工会議所人事交流事業費

指 導 事 業 費

指 導 旅 費

事 務 費

給 料

研 修 会 等 参 加 費

施 策 普 及 推 進 費

講 習 会 等 開 催 費

記 帳 指 導 員 等 設 置 費

福 利 環 境 整 備 費

予 備 費

一 般 事 業 費

青年部･女性部等活動推進費

青 年 部 活 動 費

女 性 部 活 動 費

渉 外 費

福 利 厚 生 費

諸 手 当

超 過 勤 務 手 当

福 利 厚 生 費

事 務 局 長 等 設 置 費

令和６年度　日田中小企業相談所補正予算書(案)
令和　６年　４月　１日
令和　７年　３月３１日

日田商工会議所

予算額

850,000

科　　　　　目

△ 1,500,000

予算額

(△印は減)

県 補 助 金

手 数 料 収 入

補正予算額

前 期 繰 越 剰 余 金

合　　　　　　　計

補正予算額

２．支出の部
科　　　　　目

分　　　類 細　分　類

0

増　　　減

1,049,829

市 補 助 金

雑 収 入

2,350,000

１．収入の部

一 般 会 計 繰 入 金

細　分　類分　　　類

増　　　減

(△印は減)
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2025/3/11 10:07

（単位：円）

補正予算額 本年度予算額 比較増減 備　　考

１． 71,000,000 65,000,000 6,000,000 確定・概算保険料

２． 60,000 60,000 0 アスベスト健康被害救済金

３． 3,200,000 3,000,000 200,000 事務委託手数料

４． 2,660,000 2,600,000 60,000 大分労働局より

５． 100,000 40,000 60,000 事務組合連合会より

６． 30,000 50,000 △ 20,000

７． 320,000 500,000 △ 180,000 一般会計より

77,370,000 71,250,000 6,120,000

（単位：円）

補正予算額 本年度予算額 比較増減 備　　考

１． 70,050,000 65,000,000 5,050,000 確定・概算保険料

２． 60,000 60,000 0 アスベスト健康被害救済金

３． 950,000 0 950,000

４． 3,200,000 3,000,000 200,000 一般会計へ

１．事務手数料 3,200,000 3,000,000 200,000

５． 65,000 65,000 0

１．全保連大分支部 60,000 60,000 0

２．日田地区協議会 5,000 5,000 0

６． 2,500,000 2,500,000 0 担当職員人件費

７． 150,000 230,000 △ 80,000 郵送料 他

８． 45,000 45,000 0 県理事会等

９． 350,000 350,000 0 パソコンソフト保守料 他

77,370,000 71,250,000 6,120,000合　　　計

【支出の部】

項　　目

保 険 料 納 付

一 般 拠 出 金 納 付

保 険 料 還 付 金

繰 出 金

　分　　　　　担　　　　　金

人 件 費

事 務 諸 費

旅 費

保 守 管 理 費

合　　　計

令和６年度 労働保険事務組合特別会計収支補正予算書(案)
（自　令和６年４月１日　　至　令和７年３月３１日　）

【収入の部】

項　　目

保 険 料 預 り 金

一 般 拠 出 金 預 り 金

事 務 手 数 料

報 奨 金

加 入 勧 奨 推 進 費

雑 収 入

繰 入 金

資料1－③
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令和７年度 事業概要 

 

日田市の人口は減少しており、市内の経済規模が縮小していますので、

マーケットを広く捉えて、日田市外への販路開拓に努める必要があります。

地域総合経済団体である日田商工会議所は、市内事業所からのこれら様々

な相談に対応し、行政をはじめ地域住民や関係諸機関との連携を図りなが

ら地域ぐるみで支援する体制を築き、「会員のための商工会議所」、「身近な

商工会議所」、「なくてはならない商工会議所」として次の重点項目を基本

方針とした事業活動を推進します。 

 

◆令和７年度 スローガン 

 『マーケットを広くとらえよう』 

 

◆令和７年度 重点方針 

 １．経営支援の充実 

・マーケット 

ネットや通販などを活用して、販路を日田市外に広げる必要があ 

り、会議所は販路拡大の支援を行います。 

   ・伴走型経営支援 

    事業者の方に寄り添って、経営計画策定の支援や新商品開発の支 

援を行います。 

   ・人材不足支援 

    市内高校の卒業予定者や市内就職希望者などに向けて、「日田就職 

    ガイド」を作成し、市内企業の周知に努めます。 

 

２．交流人口の拡大 

   ・インバウンド旅行者が増えており、多言語による案内や商品紹介 

が必要です。会議所では、市内の観光案内板や高速バスの客席に、 

２次元コードを設置して、多言語の観光情報提供に努めます。 

 

 ３．ＤＸ化・ＩＴ化の推進と事業承継支援 

   ・ＤＸ化・ＩＴ化を進めて、新たな価値の創造やキャッシュレス化 

を進めるには、経営に若い人の力と感性を取り込むことが必要で 

す。次世代への事業承継の支援も行います。 

 

 ４．済生会日田病院など、市民問題解決の支援 

   ・日田市の中核病院である済生会日田病院の経営上の困難の解決、 

タクシー運行台数の減少によるライドシェア導入の検討、三隈川 

の水環境改善などについて、会議所は支援を行います。 
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《重点方針実現のための方策》 

 

◎重点方針 １．経営支援の充実のための取り組み 

日田市の人口減少に伴い、市内の経済規模が縮小し、地域経済に影響が及んでいます。頑

張っている小規模事業者等に寄り添った販路開拓支援や伴走型経営支援を進めることにより、

小規模事業者等の持続的な発展を進め、国・県・市及び関係機関と連携を図り、経営指導員

等が中心となり各種相談対応・経営支援を推進します。 

 

【方策①】小規模事業者の持続的発展に資する販路開拓支援・伴走型経営支援の推進 

地域経済の活力の源泉であり地域雇用の維持・創出を担う小規模事業者等に対する販路開

拓支援と持続的発展支援を進めるため、国・県・市及び関係機関と連携を図り、経営指導員

等が中心となり伴走型経営支援事業を推進します。 

①販路開拓・新商品開発の支援、経営革新に対する支援を円滑に推進するため国等の専門家

派遣事業の活用 

②経営発達支援計画等に基づく小規模事業者等の経営力向上支援 

③相談指導の強化を図るため各地区移動相談所の開設や各種専門員による定例相談会の実施 

④小規模事業者の持続的発展のための諸施策や諸制度の啓蒙・普及・活用促進 

⑤日田市との連携による中小企業緊急経営相談所の継続設置 

⑥無担保・無保証人制度のマル経資金をはじめとする国・県・市の融資制度の利用促進 

⑧関係機関との連携による創業相談及び創業講座の開催 

⑨日田市ビジネスサポートセンターとの連携による創業支援の強化 

⑩経営に関する知識や技術の習得、金融・税制に関する講習会や研修会等の開催（金融・税 

務委員会） 

⑪記帳能力向上のための指導や企業の経営管理・事務効率化のための記帳機械化の利用促進 

⑫商店街活性化に資する空き店舗情報発信事業への支援 

⑬職員の専門的指導能力向上のため、関係機関の研修会への積極的な参加 

⑭事業継続力強化支援計画に基づく災害時等における小規模事業者の事業継続を支援するた 

めの体制構築 

 

【方策②】小規模事業者等の人材不足支援の推進 

深刻化する人手不足の解消に向け、人材の確保・定着にむけて産学官が連携し推進します。

働き方改革などにより職場環境を改善し、魅力ある職場づくりへの取り組みを支援します。

さらにジョブカフェおおいた事業において、若年者の就業支援、就職希望者と市内企業との

マッチングを推進するために、関係団体と連携し、人手不足の解消に向け、さらなる取り組

みを推進します。 

① 「ひた・くす合同企業説明会」の開催 
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②若年者労働力確保のための「日田就職ガイド」作成事業の実施（工業建設振興特別委員会） 

③ハローワークとの連携による雇用の促進 

④ジョブカフェおおいた日田サテライトの事業活動の推進 

⑤労務セミナーの開催（労務委員会） 

⑥市内高校卒業生の雇用、若年労働者確保のための懇談会・セミナーの開催（工業建設振興

特別委員会） 

 

◎重点方針 ２．交流人口の拡大に向けた取り組み 

日田市の人口減少に伴い、市内の経済規模が縮小するため、交流人口を増やして、経済規

模の縮小に歯止めをかける必要があります。日田市の魅力を発信し、外部のエネルギーをど

のように取り込んでいけるかが課題となっているなか、ユネスコ無形文化遺産登録された日

田祇園曳山行事の活用などを行い、付加価値の高い地域観光産業の創出と交流人口の増加を

目指していきます。 

 

【方策①】交流人口拡大の推進 

 ユネスコ無形文化遺産登録された日田祇園曳山行事を活用した日田祇園山鉾集団顔見世の

週末開催の取り組みなどを中心に、交流人口の増加による市内経済の活性化を推進します。 

①日田祇園山鉾集団顔見世の週末開催に向けた取り組み（地域振興委員会・観光委員会） 

②「進撃の日田」まちおこし会議の地域活性化への取り組み支援 

③九州商工会議所連合会が設立した観光委員会や大分県商工会議所連合会の観光ネ 

ットワーク協議会への積極的な参加（観光委員会） 

④咸宜園「世界遺産登録」に向けた取り組み及び日本遺産認定に伴う地域振興事業 

への支援（観光委員会） 

⑤市内の観光案内板や高速バス車内に２次元コードを設置して、多言語の観光情報を提供す

るなどのインバウンド対策の強化（交通サービス振興特別委員会） 

 

◎重点方針 ３．ＤＸ化・ＩＴ化の推進の推進と事業承継支援 

人手不足・資材高騰のなか、ＩＴ化・ＤＸ化の観点から経営の生産性向上を推進するため

に、購買手続きの簡素化に資するキャッシュレス化の促進、直接対面を要しないオンライン

会議等の普及、実店舗販売に限定しないＥＣサイトを活用した販路・商圏の拡大など、新し

い事業運営の方式を定着させ、中小企業・小規模事業者においても、経験や勘に頼るのでは

なく、データ管理に基づく科学的・論理的経営を普及させる必要があります。 

 

【方策①】ＩＴ化・ＤＸ化の推進に係る小規模企業等への経営支援の推進 

地域雇用の維持・創出を担う小規模事業者等に対して、ＥＣサイト活用による販路開拓と

ＩＴ化・ＤＸ化による経営の生産性向上を推進するため、国・県・市及び関係機関と連携を

図り、経営指導員等が中心となり伴走型経営支援を強力に推進します。 



                      3 

①小規模事業者のＥＣサイト活用に係るセミナー・研修会の開催 

②地域経済のＩＴ化動向を巡る情報共有に係る金融機関との懇談会開催（金融税務委員会） 

③小規模事業者のＩＴ化・ＤＸ化推進に係るセミナー・研修会の開催（情報化特別委員会） 

④小規模事業者のＩＴ化・ＤＸ化推進に係る各種施策の情報収集と提供（情報化特別委員会） 

⑤記帳能力向上のための指導や企業の経営管理・事務効率化のための記帳機械化の利用促進 

⑥職員の専門的指導能力向上のため、関係機関の研修会への積極的な参加 

 

【方策②】ＩＴ化・ＤＸ化の推進に係る人材育成対策の推進 

ＩＴ化・ＤＸ化による経営の生産性向上に対応するため、ＩＴ化・ＤＸ化の推進に資する

人材育成に努めます。また、ＩＴ化・ＤＸ化の推進に必要な技術・知識の習得を図るための

各種講習会・セミナーを開催し、従業員の資質向上を推進します。 

①ＩＴ化・ＤＸ化に関する経営セミナー等の開催による機運醸成 

②事業運営のＤＸ化・ＩＴ化に必要なスキルを持つ人材育成に関するセミナー・講 

習会の開催 

 

【方策③】事業承継支援 

小規模事業者等経営者の高齢化に際し、経験や勘に頼るのではなく、データ管理に基づ

く科学的・論理的経営を普及させるとともに、ＩＴ化・ＤＸ化による生産性向上と経営の効

率化を推進するためには、経営に若い人の力と感性を取り込む必要があります。関係機関と

も連携しながら、円滑な事業承継と事業の持続的発展を積極的に支援します。 

 

①小規模企業経営者の高齢化問題等に対し円滑な事業承継を支援するため、大分県事業 

承継引継ぎ支援センターとの連携 

②販路開拓・新商品開発の支援、経営革新に対する支援を円滑に推進するため国等の専門家

派遣事業の活用 

③経営発達支援計画等に基づく小規模事業者等の経営力向上支援 

④相談指導の強化を図るため各地区移動相談所の開設や各種専門員による定例相談会の実施 

⑤小規模事業者の持続的発展のための諸施策や諸制度の啓蒙・普及・活用促進 

 

◎重点方針 ４．済生会日田病院など、市民問題解決の支援 

済生会日田病院は中核病院の役割を果たしていますが、「災害拠点病院」「感染症指定医

療機関」などの不採算部門を抱え、経営上の困難に直面しているため、公的な支援が受けら

れるよう応援します。また、タクシー運行台数の減少により、市内の周辺地域のお年寄りな

どが通院や買い物の不便に直面しており、ライドシェア導入も検討します。加えて、三隈川

の水質が悪化しているとの報告があり、「水郷ひた再生委員会」とともに関係機関への要望

活動を行っていますが、一方で、九州電力による揚水発電と治水機能の強化事業が予定され、
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環境と発電の両面から市民生活環境の改善に向け、尽力します。 

 

【方策①】済生会日田病院の経営上の困難の解決に係る支援 

済生会日田病院は中核病院の役割を果たしていますが、「災害拠点病院」「感染症指定医

療機関」などの不採算部門を抱え、経営上の困難に直面しているため、公的な支援が受けら

れるよう応援します。 

①済生会日田病院の経営上の困難の解決に資する支援（労務委員会） 

 

【方策②】ライドシェアの検討 

タクシー運行台数の減少により、市内の周辺地域のお年寄りなどが通院や買い物の不便に

直面しており、ライドシェア導入も検討します。 

①ライドシェア導入の検討（交通サービス振興特別委員会） 

 

【方策③】三隈川の水環境改善に資する支援 

 三隈川の水質が悪化しているとの報告があり、「水郷ひた再生委員会」とともに関係機関

への要望活動を行っていますが、一方で、九州電力による揚水発電と治水機能の強化事業が

予定され、環境と発電の両面から市民生活環境の改善に向け、尽力します。 

① 「水郷ひた再生委員会」と連携した関係機関等への要望 

 

令和７年度 事業計画 
 

【事業①】意見・建議活動の推進  

 意見建議活動は、商工会議所の最も重要な使命の一つである。日本商工会議所、

九州商工会議所連合会並びに大分県商工会議所連合会や近隣商工会との協調連携を

一層強化して総合的意見建議活動を展開します。 

また、部会や委員会活動を通し、中小企業対策の推進、交通体系等の整備、地域

づくりの推進などさまざまな諸問題について協議検討を行い、適宜適切な政策提言

活動を積極的に行います。 

①「地産地消」「地業地商」「地産他消」の推進への提言 

②林業・木材産業の振興への提言 

③景気対策や経済活性化対策への提言 

④中津日田地域高規格道路の早期整備促進への提言 

⑤国・県道の整備促進と国道２１２号線・国道３８７号線の早期整備促進への提言 

⑥国道３８６号線三郎丸橋通行止めに伴う市内交通網の整備・改善に資する提言 

⑦都市計画道路並びに生活関連道路の整備促進、改善への提言 

⑧観光振興や街づくり対策への提言 
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⑨企業誘致の推進への提言 

⑩日田市政功労者の選考に係る経済界関係者の推薦 

 

【事業②】行政機関、関係諸団体等との連携強化  

   行政機関をはじめ各界・各層の関係諸団体と緊密な連携を図るとともに、同一行

政区内の日田地区商工会とも連携を密にし、日田地域経済活力向上のため官民一体

となった地域振興対策並びに活性化対策を積極的に推進する。 

①常議員会での講話を通して活力ある企業との情報交換 

②日田市振興懇談会の開催 

③大分県議会議員、日田市議会議員並びに行政幹部との連携 

④日田市医師会との連携 

⑤記者クラブとの連携 

⑥女性会並びに青年部との連携 

⑦誘致企業等との連携 

⑧各種業界団体等との連携 

⑨新年互礼会の実施（企画広報委員会） 

⑩女性起業家ビジネスプラン発表会への参加（金融・税務委員会） 

 

【事業③】組織強化と財政基盤の確立  

組織率強化のための会員増強運動や、各種共済制度の加入推進に努めることで収

入の増を図り、財政基盤の確立・強化を図ります。 

①会員増強の推進（総務財政委員会） 

②アクサ生命との連携による会員事業所への各種共済制度の加入推進 

③老朽化した商工会館の検討（商工会館建設特別委員会） 

 

【事業④】会員企業サービスの充実  

会員企業の経営者及びその家族や従業員の福利厚生、健康促進を目的とした各種

制度の普及と加入推進を図る。また、共済加入者還元事業、従業員表彰制度の活用

促進、セミナー等の情報提供を含め会員サービスの充実を図ります。 

①商工従業員の永年勤続・優良従業員表彰の実施 

②事業主（小規模企業共済制度・国民年金基金）や従業員（特定退職金共済制度・ 

中小企業退職金共済制度）の退職金や経営セーフティ共済（倒産防止共済）制度 

等の普及推進 

③会員事業所への生命共済制度の加入推進と加入者還元事業の実施 

④会員事業所の業務災害補償プランの加入推進 

⑤会員休業補償プランの加入推進 
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⑥ＰＬ保険制度や個人情報漏えい保険制度に加えビジネス総合保険制度の普及推進 

⑦貿易関係証明発行事業の推進 

⑧容器包装リサイクル事業の推進 

⑨最先端ガン診断装置「ＰＥＴ」による検診の利用促進 

⑩ＥＴＣカード事業の推進 

 

【事業⑤】観光振興対策の推進  

日田市には、歴史や文化、産業、自然など多くの地域資源・コンテンツが存在し

ています。文化遺産などの活用や伝統ある町並みの整備保存など行い、付加価値の

高い地域観光産業の創出を目指していきます。また、観光地の受け皿づくりとして、

住民意識の高揚、観光客受け入れの環境整備促進などについて支援を行います。併

せて、各業界・団体の会議や交流事業、スポーツ大会等を誘致するコンベンション

事業など、行政や関係諸機関と連携を図りながら観光振興対策を推進していきます。 

①日田地域の交通サービスに関する事業（交通サービス振興特別委員会） 

②関係機関に対する日田市観光誘客に係る取り組み 

③まつりイベントの充実と積極的な参画 

 

【事業⑥】中心市街地活性化の推進 

中心市街地活性化のため、行政や市民、関係諸機関と連携し、商店街連合会や各

商店街の事業活動に対し積極的な支援を行います。また、後継者問題の解決にむけ

た取り組みや街づくりに係る提言を行うなど魅力的な商店街づくりを推進します。 

①商店街空き店舗情報の発信によるテナント誘致促進 

②商店街連合会や商店街の事業活動への支援 

③地域活性化に向けた検討・協議（商業振興特別委員会） 

④まちづくり会議における提言 

⑤商店街活性化・賑わい拠点づくりの為の先進地視察の実施（商業振興特別委員会） 

⑥商店街空き店舗調査事業の実施 

 

【事業⑦】地域産業の振興 

林業・製材業、木工品製造業など工業をはじめとして、地場企業の広範囲な事業

活動を展開し、販路開拓・拡大へ繋げていきます。 

①日田市工業連合会の活動への支援 

②日田材需要拡大事業の支援 

③日田産木工品販路拡大事業の支援 

④日田市中小企業振興基本条例に対する中小企業支援団体としての責務 

⑤交流プラザ日田（異業種交流事業）への協力支援 
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⑥展示商談会への出展支援 

 

【事業⑧】人材育成対策の推進 

産業界における人材育成を促進するとともに、企業後継者の育成にも努めます。

また、各種技能・技術の向上を図るための各種技能検定試験、各種講習会の実施、

技能大会を支援し、従業員の資質向上を促進します。 

①新入従業員研修会の開催 

②経営セミナーや講習会等の開催 

③珠算、簿記、リテールマーケティング（販売士）、福祉住環境コーディネーター、 

カラーコーディネーター等各種検定試験の実施とネット検定試験の推進 

④日田地域技能士会開催の技能大会への支援 

⑤商工会議所女性会、商工会議所青年部の育成 

 

【事業⑨】雇用対策の推進と労働環境整備の促進  

企業誘致や産業の育成を図り、若者が安心して就業し地域に定住する環境整備を

促進します。また、深刻化する人手不足の解消に向け、新たな手法によるキャリア

教育の取り組みを通じて人材の確保・定着にむけて産学官が連携し推進します。働

き方改革や健康経営の推進などによる職場環境の改善、魅力ある職場づくりへの取

り組みを支援します。加えて、ジョブカフェおおいた事業において若年者の就業支

援、就職希望者と市内企業とのマッチングに取り組み、関係団体と連携し、人手不

足の解消に向け、さらなる取り組みを推進します。 

①日田地区雇用協議会への支援 

②「ひた・くす合同企業説明会」の開催 

③若年者労働力確保のための「日田就職ガイド」作成事業の実施（工業建設振興特

別委員会） 

④ハローワークとの連携による雇用の促進 

⑤ジョブカフェおおいた日田サテライトの事業活動の推進 

⑥労務セミナーの開催（労務委員会） 

⑦定年延長や再雇用制度による高年齢者の雇用安定の推進 

⑧会員事業所等に対する健康経営の推進 

⑨市内高校卒業生の雇用、若年労働者確保のための懇談会・セミナーの開催（工業

建設振興特別委員会） 

 

【事業⑩】ＩＴ化・ＤＸ化環境構築の強化と関連情報の収集・提供の推進 

ＩＴ化・ＤＸ化による経営の生産性向上を推進するため、ＩＴ化・ＤＸ化環境構

築に係る支援の充実と強化を図るとともに、地域経済の動向を把握するため景気動
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向調査等の情報収集を実施します。 

① ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査、景気動向調査の実施 

②商工ニュース発行事業の実施 

③スマホによるＬＩＮＥやＳＭＳを活用した情報共有の推進（情報化特別委員会） 

④ユーザ協会とのＩＴ化・ＤＸ化事業に係る連携 

 

【事業⑪】地域間交流の推進  

 関係諸機関との連携を密にし、広域経済圏の商工業発展と併せて地域間交流の促

進に努め、地域経済の活性化を図ります。 

①中九州広域商工振興連絡協議会との連携 

②日田地区商工会との諸事業に係る連携 

 

【事業⑫】資材高騰・人手不足に対応する小規模事業者等への経営支援の推進 

地域経済の活力の源泉であり地域雇用の維持・創出を担う小規模事業者等に対して、資材

高騰・人手不足に対応するための経営支援を強化するため、国・県・市及び関係機関と連携

を図り、経営指導員等が中心となり経営支援を強力に推進します。 

①資材高騰・人手不足により業績が悪化した事業所に対し特別相談窓口を設置し応対推進 

②資材高騰・人手不足に対応した国・県・市による施策の周知・支援策の活用推進 

 



収 入 の 部

款 項　　目

　　　　   　     円 　　　　   　     円                   円                   円                   円

 1.会費 25,630,000 25,950,000 △ 320,000 25,855,000 △ 225,000

 1.会費 20,300,000 20,500,000 △ 200,000 20,405,000 △ 105,000

 2.特別会費 5,330,000 5,450,000 △ 120,000 5,450,000 △ 120,000   2号・3号議員・テナント

 2.特別負担金 4,830,000 4,780,000 50,000 4,455,000 375,000

 1.特別負担金 4,130,000 4,130,000 0 3,680,000 450,000  役員負担金

 2.特定商工業者負担金 700,000 650,000 50,000 775,000 △ 75,000  特定商工業者負担金

 3.事業収入 36,080,000 36,840,000 △ 760,000 38,026,050 △ 1,946,050

 1.検定収入 500,000 600,000 △ 100,000 548,594 △ 48,594  珠算・簿記・ネット検定他

 2.その他の事業収入 22,600,000 23,200,000 △ 600,000 23,322,620 △ 722,620  生命共済・大型医療他

 3.特定退職金事業 1,680,000 1,800,000 △ 120,000 1,865,050 △ 185,050  特退金運営手数料

 4.手数料 5,740,000 5,270,000 470,000 6,156,106 △ 416,106  労働保険手数料・日商保険他

 5.使用料 4,960,000 5,100,000 △ 140,000 5,244,880 △ 284,880  貸室・貸会場他

 6.広告料 600,000 870,000 △ 270,000 888,800 △ 288,800  商工ニュース広告料

 4.交付金 4,040,000 4,040,000 0 4,040,000 0

 1.補助金 4,000,000 4,000,000 0 4,000,000 0  市補助金

 2.助成金等 40,000 40,000 0 40,000 0  景気動向調査負担金

 5.雑収入 820,000 820,000 0 1,648,292 △ 828,292

 1.預金利息 1,000 100 900 264 736

 2.雑収入 819,000 819,900 △ 900 1,648,028 △ 829,028  ジョブカフェ他

 6.繰入金 0 0 0 0 0

 1.運営資金積立金

　 繰入金 0 0 0 0 0

 7.繰越金 2,700,000 4,921,258 △ 2,221,258 2,439,683 260,317

 1.繰越金 2,700,000 4,921,258 △ 2,221,258 2,439,683 260,317  前年度より

74,100,000 77,351,258 △ 3,251,258 76,464,025 △ 2,364,025

備　　　考

令和７年度 一般会計収支予算書（案）

令和７年４月　１日から

令和８年３月３１日まで
日  田  商  工  会  議  所

合　　　　計

R5年度決算額
R5年度決算額

との比較

勘　　定　　科　　目
R7年度予算額 R6年度予算額

R6年度予算額
との比較

- 1 -
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支 出 の 部

款

        　   円         　   円         　   円         　   円         　   円

 1.事業費 16,520,000 19,170,000 △ 2,650,000 15,115,701 1,404,299

 1.事業費 16,520,000 19,170,000 △ 2,650,000 15,115,701 1,404,299

   1.商業振興費 660,000 860,000 △ 200,000 596,000 64,000  市商連他

   2.工業振興費 1,750,000 1,750,000 0 1,686,336 63,664  木工・製材・建設他

   3.観光交通振興費 1,670,000 1,670,000 0 1,529,395 140,605  まつり・観光協会他

   4.金融税務対策費 100,000 100,000 0 100,000 0

   5.労務対策費 510,000 520,000 △ 10,000 520,000 △ 10,000  商工祭・雇用協議会

   6.調査広報費 2,740,000 3,640,000 △ 900,000 611,099 2,128,901  商工ニュース他

   7.検定事業費 250,000 250,000 0 201,215 48,785  珠算・簿記他

   8.地域振興事業費 1,000,000 1,000,000 0 398,256 601,744

   9.委員会部会事業費 5,710,000 7,250,000 △ 1,540,000 7,611,342 △ 1,901,342

  10.各種共済事業費 1,450,000 1,450,000 0 895,598 554,402

  11.その他の事業費 680,000 680,000 0 966,460 △ 286,460  交流ﾌﾟﾗｻﾞ他

 2.管理費 49,920,000 49,500,000 420,000 42,674,430 7,245,570

 1.給与費 22,250,000 23,180,000 △ 930,000 22,074,304 175,696

　 1.俸給 15,620,000 15,430,000 190,000 14,800,400 819,600  6名分

　 2.諸手当 2,480,000 2,700,000 △ 220,000 2,457,809 22,191

　 3.賞与 4,150,000 5,050,000 △ 900,000 4,816,095 △ 666,095

 2.福利厚生費 5,180,000 5,330,000 △ 150,000 4,983,571 196,429

　 1.福利厚生費 5,180,000 5,330,000 △ 150,000 4,983,571 196,429  社会保険料他

 3.旅費交通費 2,130,000 1,650,000 480,000 1,774,784 355,216

 　1.旅費 1,300,000 500,000 800,000 1,043,183 256,817

 　2.交通費 830,000 1,150,000 △ 320,000 731,601 98,399

 4.事務費 9,090,000 8,470,000 620,000 7,609,541 1,480,459

　 1.通信運搬費 500,000 500,000 0 375,045 124,955

　 2.什器備品費 100,000 100,000 0 202,763 △ 102,763

　 3.消耗品費 700,000 630,000 70,000 621,520 78,480

　 4.図書費 320,000 290,000 30,000 268,602 51,398

   5.印刷費 450,000 450,000 0 328,625 121,375

　 6.水道光熱費 1,910,000 1,910,000 0 1,704,783 205,217

   7.修繕費 1,000,000 1,000,000 0 557,755 442,245

   8.保守料 1,040,000 1,040,000 0 918,556 121,444

　 9.清掃料 700,000 700,000 0 824,684 △ 124,684

  10.保険料 260,000 240,000 20,000 230,930 29,070

　11.選挙事務費 500,000 0 500,000 0 500,000

　12.事務諸費 1,610,000 1,610,000 0 1,576,278 33,722

　　　

R7年度予算額 R6年度予算額
R6年度予算額

との比較
備     考R5年度決算額

R5年度決算額
との比較

勘　　定　　科　　目

項　　　目
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款

        　   円         　   円         　   円         　   円         　   円　　　

R7年度予算額 R6年度予算額
R6年度予算額

との比較
備     考R5年度決算額

R5年度決算額
との比較

勘　　定　　科　　目

項　　　目

 5.会議費 3,900,000 3,200,000 700,000 1,848,763 2,051,237

　 1.議員総会費 2,300,000 1,500,000 800,000 1,114,429 1,185,571

   2.常議員会費 600,000 500,000 100,000 360,760 239,240

   3.部会委員会費 400,000 400,000 0 19,900 380,100

   4.その他の会議費 600,000 800,000 △ 200,000 353,674 246,326

 6.渉外費 1,300,000 1,300,000 0 664,636 635,364

   1.渉外費 1,300,000 1,300,000 0 664,636 635,364

 7.公課分担金 6,070,000 6,370,000 △ 300,000 3,718,831 2,351,169

   1.公課 3,800,000 4,200,000 △ 400,000 1,669,822 2,130,178

   2.分担金 2,270,000 2,170,000 100,000 2,049,009 220,991

 3.繰出金 5,500,000 5,500,000 0 13,752,636 △ 8,252,636

 1.中小企業相談所 3,000,000 3,000,000 0 1,500,000 1,500,000

    1.中小企業相談所 3,000,000 3,000,000 0 1,500,000 1,500,000

      特別会計繰出金

 2.労働保険事務組合 500,000 500,000 0 252,636 247,364

   特別会計繰出金

    1.労働保険事務組合 500,000 500,000 0 252,636 247,364

      特別会計繰出金

 3.運営資金積立金 0 0 0 10,000,000 △ 10,000,000

   特別会計繰出金

    1.運営資金積立金 0 0 0 10,000,000 △ 10,000,000

      特別会計繰出金

 4.退職給与資金積立金 2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0

   特別会計繰出金

    1.退職給与資金積立金 2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0

      特別会計繰出金

 4.予備費 2,160,000 3,181,258 △ 1,021,258 4,921,258 △ 2,761,258

 1.予備費 2,160,000 3,181,258 △ 1,021,258 4,921,258 △ 2,761,258

    1.予備費 2,160,000 3,181,258 △ 1,021,258 4,921,258 △ 2,761,258

(繰越金)

74,100,000 77,351,258 △ 3,251,258 76,464,025 △ 2,364,025合　　　　計

   特別会計繰出金
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資料③－２

１．収入の部 (単位：円)
令和７年度 令和６年度 令和６年度 令和５年度 令和５年度

予算額 予算額 予算との比較 決算額 決算額との比較

円 円 円 円 円

1. 経常収入 57,000,000 55,500,000 1,500,000 54,389,000 2,611,000

 1. 3,000,000 3,000,000 0 1,500,000 1,500,000 繰入金

 2. 51,000,000 49,500,000 1,500,000 49,889,000 1,111,000

 3. 3,000,000 3,000,000 0 3,000,000 0

2. 手数料収入 4,600,000 4,600,000 0 4,798,420 △ 198,420

 1. 4,600,000 4,600,000 0 4,798,420 △ 198,420 決算料、小規模、倒産防止

3. 雑収入 200,000 200,000 0 295,315 △ 95,315

 1. 200,000 200,000 0 295,315 △ 95,315

4. 前期繰越 2,000,000 2,550,171 △ 550,171 2,675,615 △ 675,615

剰余金  1. 2,000,000 2,550,171 △ 550,171 2,675,615 △ 675,615

２．支出の部 (単位：円)
令和７年度 令和６年度 令和６年度 令和５年度 令和５年度

予算額 予算額 予算との比較 決算額 決算額との比較

円 円 円 円 円

1. 基礎 58,340,000 56,735,000 1,605,000 55,006,070 3,333,930

人件費 (1) 26,540,000 25,680,000 860,000 24,827,400 1,712,600 8名分

(2) 12,770,000 12,330,000 440,000 11,944,220 825,780 扶養、通勤、住居、賞与

(3) 800,000 800,000 0 718,993 81,007

(4) 6,440,000 6,270,000 170,000 6,026,711 413,289 社保

(5) 4,490,000 4,455,000 35,000 4,455,000 35,000

(6) 3,800,000 3,700,000 100,000 3,533,746 266,254

(7) 3,500,000 3,500,000 0 3,500,000 0

2. 基礎 3,860,000 4,320,000 △ 460,000 4,048,734 △ 188,734

事業費 (1) 3,560,000 3,550,000 10,000 3,257,694 302,306

① 190,000 120,000 70,000 123,500 66,500 連絡会議、説明会

② 1,290,000 1,350,000 △ 60,000 1,079,753 210,247

③ 100,000 100,000 0 41,580 58,420 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等作成

④ 50,000 50,000 0 27,550 22,450

⑤ 1,930,000 1,930,000 0 1,985,311 △ 55,311 通信費、消耗品

(2) 100,000 570,000 △ 470,000 591,040 △ 491,040

① 100,000 310,000 △ 210,000 591,040 △ 491,040 大学校･職員研修

② 0 260,000 △ 260,000 0 0 人事交流

(3) 200,000 200,000 0 200,000 0

① 100,000 100,000 0 100,000 0

② 100,000 100,000 0 100,000 0

3. 管理費 1,600,000 1,795,171 △ 195,171 3,103,546 △ 1,503,546

(1) 200,000 200,000 0 301,395 △ 101,395 会議等参加費他

(2) 60,000 60,000 0 44,980 15,020

(3) 180,000 210,000 △ 30,000 207,000 △ 27,000 慶弔ｻｰﾋﾞｽ他

(4) 1,160,000 1,325,171 △ 165,171 2,550,171 △ 1,390,171

(繰越金）

超 過 勤 務 手 当

福 利 厚 生 費

合　　　　　　　計

渉 外 費

福 利 厚 生 費

予 備 費

一 般 事 業 費

事 務 局 長 等 設 置 費

記帳指導員等設置費

福 利 環 境 整 備 費

令和７年度　日田中小企業相談所収支予算書(案)
令和　７年　４月　１日
令和　８年　３月３１日

日田商工会議所

分　　　類

備考

備考

合　　　　　　　計 63,800,000 62,850,171 949,829 62,158,350 1,641,650

分　　　類

市 補 助 金

手 数 料 収 入

雑 収 入

細　分　類

前 期 繰 越 剰 余 金

科　　　　　目

949,829 62,158,350 1,641,650

一 般 会 計 繰 入 金

科　　　　　目

細　分　類

県 補 助 金

給 料

諸 手 当

女 性 会 活 動 費

青年部･女性部等活動推進費

青 年 部 活 動 費

指 導 旅 費

事 務 費

施 策 普 及 推 進 費

63,800,000 62,850,171

経 営 発 達 支 援 計 画 等
推 進 事 業 費

講 習 会 等 開 催 費

指 導 事 業 費

資質向上対策事業費

研 修 会 等 参 加 費

商 工 会 議 所 人 事 交 流 事 業 費

－4－
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（単位：円）

款 項 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備　　考

 １．保 険 料 預 り 金 65,000,000 65,000,000 0 確定・概算保険料

 ２．一般拠出金預り金 60,000 60,000 0 アスベスト健康被害救済金

 ３．事 務 手 数 料 3,000,000 3,000,000 0 事務委託手数料

 ４．報　　奨　　金 2,600,000 2,600,000 0 大分労働局より

 ５．加入勧奨推進費 40,000 40,000 0 事務組合連合会より

 ６．雑　　収　　入 50,000 50,000 0 事務組合連合会より

 ７．繰　　入　　金 500,000 500,000 0 一般会計より

71,250,000 71,250,000 0

（単位：円）

款 項 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備　　考

65,000,000 65,000,000 0 確定・概算保険料

 ２．一般拠出金納付 60,000 60,000 0 アスベスト健康被害救済金

 ３．保険料還付金 0 0 0

3,000,000 3,000,000 0 一般会計へ

１．事務手数料 3,000,000 3,000,000 0

 ５．分　　担　　金 65,000 65,000 0

１．全保連大分支部 60,000 60,000 0

２．日田地区協議会 5,000 5,000 0

 ６．人　　件　　費 2,500,000 2,500,000 0 担当職員人件費

 ７．事　務　諸　費 230,000 230,000 0 郵送料、特定記録郵便代 他

 ８．旅　　 　　 費 45,000 45,000 0 県理事会、研修会

 ９．保 守 管 理 費 350,000 350,000 0 パソコンソフト保守料 他

71,250,000 71,250,000 0

令和７年度 労働保険事務組合特別会計収支予算書(案)
（自　令和７年４月１日　　至　令和８年３月３１日　）

 １．保 険 料 納 付

 ４．繰　　出　　金　

合　　　計

合　　　計

【収入の部】

【支出の部】

資料③ー3
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資料④ 
令和７年 3月 

 

   議 員 各 位   

 

                          日 田 商 工 会 議 所 

会 頭  十 時 康 裕 

                         総 務 財 政 委 員 会 

                                                    委員長  園 田   匠 

 

 

会員増強キャンペーンのご協力について 
 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 当所の運営につきましては日頃より格段のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、総務財政委員会では組織強化の一環として、令和７年度『会員増強キャンペーン』

を下記のとおり実施いたしますので、ご協力の程、よろしくお願いいたします。 

つきましては、非会員の特定商工業者や日頃よりお付き合いのある非会員事業所がござ

いましたらお声かけ頂き、商工会議所会員入会についてご紹介いただきたく、お願いいた

します。ご紹介いただいた事業所については、職員が事業所を訪問し、詳しい入会の説明

をいたしますので、ご協力をいただきますよう重ねてお願い申し上げます。 

敬 具 

 

キャンペーン実施要項 

①委員会対抗 
■獲得目標 各委員会 ３事業所             

 

     ■推進期間 令和７年 4月～  ９月  
 

     ■報 償 金 ３事業所獲得の委員会へ   １０，０００円 

 

獲得件数１位の委員会へ  ＋２０，０００円 
 

 

②個人別（通年） 
■報 奨 金 議員の皆さまに紹介いただいた事業所が加入頂いた場合、 

１事業所につき ３，０００円の報奨金を支給する。 

 

 

※ キャンペーン期間中、随時獲得状況をご連絡いたします。 

 ※ 商工会議所のホームページに特定商工業者名簿を掲載しております。 

非会員事業所のご確認にご利用ください。 

（ＨＰ内便利ナビ➡会員名簿検索➡特定商工業者名簿）からご確認いただけます。 


